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グに利用する電子機器の主役はパソコンからスマホ
に転じてきたようだ。

スマホを使ったネットショッピングを支えているのが、
様々に工夫されたアプリの登場である。例えば、ファッ
ショングッズなどを展開するZOZOTOWNやフリマ
アプリのメルカリなどは、 パソコンでも利用が可能だ
が、より小さなスマホの画面上で、商品を魅力的に見
せるように設計を工夫し、商品の注文を簡単に行え
るようにしたことで急速な成長を遂げてきた。

2019年のネットショッピングの状況を、全国家計
構造調査で都道府県別にみてみると、ネットショッピ
ング支出額の比率が最も高いのは、東京都の6.0％
で、以下、京都府の5.7％、神奈川県の4.6％と続い
ており、埼玉県は16位の2.7％となっている。逆に割
合が最も低いのは1.3％の長崎県で、1.4％の島根
県、1.5％の青森県と続いている。
一方、令和2年通信利用動向調査から、2019年

の都道府県別のスマホ利用率をみると、神奈川県の
77.6％が最も高く、次いで75.2％の東京都、73.5％
の京都府と福岡県、71.8％の埼玉県と愛知県が続
いている。例外はあるものの、総じてみればスマホ利
用率の高い自治体ほどネットショッピング支出額の比
率が高い傾向がみられる。

われる取引がＢtoＣ-ＥＣ、個人と個人の間で行われ
る取引がＣtoＣ-ＥＣに分けられており、これらのなか
では、主にＢtoＣ-ＥＣとＣtoＣ-ＥＣが個人の行うネッ
トショッピングに該当する。
なお、政府（Government）と個人の間で行われ

る住民票の電子申請や税金の電子決済などの行政
サービスは、ＧtoＣ-ＥＣに分類されることもあるが、
一般的な商取引とはみなされない。
まず、個人が企業からモノやサービスを購入するＢ
toＣ-ＥＣの状況をみると、2017年に16兆5,054億
円だった全国の市場規模は、2018年の17兆9,845
億円を経て、2019年には19兆3,609億円まで増加
した。しかし、2020年は、新型コロナウイルスの感染
拡大を受けて、様々な経済活動が大幅に制限された
こともあって、19兆2,779億円とわずかながらも前年
を下回った。

2020年におけるＢtoＣ-ＥＣ市場の内訳をみると、
家で過ごすいわゆる巣ごもり需要などを受けて、食
料品・衣料品や生活雑貨、家電製品といった、主にモ
ノを取り扱う物販系分野が、前年の10兆515億円か
ら12兆2,333億円へ大幅に増加した。
一方、サービス系分野は前年の7兆1,672億円か

ら4兆5,832億円へ大幅に減少した。前年には3兆
8,971億円とサービス系分野の54.4％を占めていた
旅行サービスが、移動の制限などの影響を受けて
1兆5,494億円と前年の半分以下まで落ち込んだこ

近年、インターネットを介してモノやサービスを購
入する、いわゆるネットショッピングの利用が急速に
拡大している。Amazonや楽天市場といったネット
上の市場の品ぞろえが充実し、欲しいモノを手軽に
購入できるようになったことに加え、パック旅行や観
劇・スポーツ観戦のチケットなど様々なサービスにつ
いても、ネットを通した購入が容易になったことが寄
与しているようだ。
足元をみても、かつてない規模で新型コロナウイ

ルスの感染が拡大し、外出の抑制が強く求められる
なかで、店舗を持たず、食料品や日用品等の注文を
ネットで受けて顧客へ配達する、ネット専業スーパー
が登場するなど、ネットショッピング利用の幅が広が
りをみせている。
以下では、埼玉県におけるネットショッピングの現
状について簡単にみていきたい。

まず、現在のネットショッピングの状況を、経済産
業省が今年7月に公表した「電子商取引に関する市
場調査」からみてみよう。この報告書では、「インター
ネットを利用して、受発注がコンピューターネットワー
クシステム上で行われる」取引のことを、ＥＣ（Elec-
tric Commerce＝電子商取引）と定義している。
ＥＣは、取引を行う当事者ごとに幾つかに分類され
る。すわなち、企業（Business）間または企業と政府
（中央政府および地方公共団体）の間で行われる取
引がＢtoＢ-ＥＣ、企業と個人（Consumer）の間で行

とに加えて、飲食サービスやチケット販売なども大き
く減少した。
2兆4,614億円だったデジタル系分野には、スポー

ツなどの有料動画配信や有料音楽配信なども含まれ
るが、これらの中ではオンラインゲームが6割以上を占
めて最も多くなっており、足元も堅調に推移している。
一方、個人と個人の間で取引が行われるＣtoＣ-

ＥＣの状況に目を向けると、2017年に1兆1,200億
円だった市場規模は、2018年の1兆5,891億円を経
て、2019年に1兆7,407億円となり、2020年には
1兆9,586億円まで増加した。ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模はＢtoＣ-ＥＣに比べるとまだ小さいものの、その伸
び率は高くなっている。

個人間のネット上の取引としては、以前から行わ
れてきたネットオークションがよく知られている。
2019年においても、ネットオークションの市場は1兆
1,015億円と全体の6割以上を占めているものの、
これには、企業が個人に販売するＢtoＣ-ＥＣの数字
も含まれていることから、ＣtoＣ-ＥＣとしての市場規
模は若干割り引いて考える必要がある。
一方、近年、急速に伸びているのがフリマアプリで

ある。2017年に3,052億円だったフリマアプリの市
場は2019年に6,392億円となり、2年で二倍以上に
拡大した。2020年については、ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模の内訳が示されていないが、フリマアプリの取引
は堅調に推移した模様である。

業種別上場社数では、情報・通信業とサービス業
が多く、2016年からの累計では情報・通信業がTPM
を含む全体の32％、サービス業が28％を占めている。
他方、TPMに限れば最も多いサービス業でも19％、
続いて建設業が17％、情報・通信業、不動産業、卸売
業が12％で、業種の偏りはさほど見られない。
地域別上場社数では大都市に集中する傾向が強く、
本社所在地が東京である上場社数が圧倒的に多い。
上場企業サーチによると、東京都の株式会社数は全
国の27％を占めるが、2016年からの累計上場社数
では東京が68％を占めている。他方、TPMに限れば
東京は31％にとどまり、全国的に分散する傾向がある。
なお、埼玉県は株式会社数で全国5位（全国の4％）
だが、2016年以降の上場社数（TPMを含む）の占有
率は1％に留まっている。

TPMという選択
一般市場へのステップアップ市場として期待される
TPMだが、株式の売買ができるのは特定投資家に限
られるため、現在のところ知名度はまだ低い。また、流
動性が低いため、新規公開時の売り出しにおいて資
金調達を行うのも難しい。その反面、多くの人が参加
する一般市場よりも柔軟な制度設計が可能となって
おり、上場に何を求めるかによってはとても魅力的な
市場と言える。TPM特有のメリットとしては、
①株主数や利益の額、時価総額といった数値的な基
準（＝形式基準）がない。
②流動させる株式数や株式比率に関する基準がなく、
オーナーシップを維持したまま上場できる。
③上場申請に必要な監査期間は１年で、一般市場よ
りも早く上場できる。
④一般市場に比較して情報開示に関する負担が軽い。
⑤上場指導～上場審査～上場後のモニタリング業務
を一手に担う公式なアドバイザー制度がある。
などがあげられる。一般市場と同様に、TPMでも上場
企業の証としての東証のロゴマークの使用や4桁の
証券コードが付与され、それは大きな信用力に繋がる

だろう。資金調達手段が多様化し、未上場株式の相
続税評価額が高い場合には、市場における株価を評
価額とすることで事業承継を円滑化できるなど、十分
なメリットがあると思われる。

デジタルがもたらす変革
TPMという一つの目標が見えたところで、次に経
営の革新について考えてみたい。近年の新規上場し
た企業のテーマをまとめてみると、成長期待が高い市
場の開拓、革新的な技術やサービスの提供の他に、
人工知能やビッグデータを活用した既存事業の変革、
業務効率化支援、EC（電子商取引）関連サービス、
SaaS事業（クラウド型のアプリケーションやサービス）、
企業のDX支援など、デジタル技術の導入・活用を支
援するサービスが拡充し、市場の期待を集めている。
デジタル技術の活用は成長戦略を描く上で不可欠と
言えそうだ。インターネット経由で外部サーバーを使う
クラウド型サービスであれば、初期費用や運用コスト
を最小限に抑えられ、メンテナンスが不要で導入期間
も短い。中小企業がイノベーションを起こす手段とし
て積極的に活用すべきだろう。
IPA（(独法)情報処理推進機構）の「デジタル時代

のスキル変革等に関する調査(R3.4)」によると、DX
に取り組んでいる企業は全体の53％で、昨年度から
10ポイント以上増加している。昨年度は従業員数
1,000人超の企業層が中心であったが、今年度は従
業員数1,000人以下の各企業層での取り組みが大き
く増加し、企業規模による格差が縮小する傾向にある。
業種別でもほぼ全業種で取り組んでいる企業の割合
が増加し、宿泊･飲食サービス業を除く全業種でDX
に取り組んでいるかあるいは創業よりデジタル事業が
メインの企業が半数を超えた。業種別では、建設、運
輸・郵便、金融・保険、不動産、物品賃貸、生活関連
サービス・娯楽などで増加の割合が大きかった。
取り組みの成果として、「業務の効率化による生産
性の向上」は、全社的な取り組みであろうと部署ごと
の取り組みであろうと大半が成果を感じているが、

はじめに
コロナ禍により、採用活動のオンライン移行が一気
に進んだ。環境変化に合わせて採用活動をアップ
デートした企業に優秀な人材が集まる傾向が強まって
いる。テクノロジーの活用と発信するコンテンツの充
実が求められるが、多くの中小企業はそれだけでは不
十分だろう。特に知名度や信用力の向上が必要だ。
採用力、知名度、信用力の他にも、中小企業の一般的
な課題として、組織力・社内管理体制の強化、従業員
のモチベーションアップ、資金調達手段の多様化、事
業承継などがあげられる。これらは上場の動機と共通
しており、将来を見据えた企業の魅力向上策として、
上場の検討は有力な方策の一つと言えるだろう。また、
それに相応しい経営の革新に取り組むことも必須で
ある。本稿では上場と経営革新の両面から地域中小
企業の活力強化を考える。

上場数の市場別推移
まず、上場の動向について、2016年以降の市場別
上場社数を示した。2020年の一般市場の上場社数
は93社で、コロナ禍にもかかわらず2008年以降で最
多の記録的な1年となった。
最下段のTOKYO PRO Market（以下TPM）は
東京証券取引所（以下東証）が運営するプロ（特定投
資家）向けの市場で、2009年に開設された。2022年
4月に予定される東証の再編では、二部・JASDAQが
スタンダード、マザーズはグロースとなってよりハード
ルが高まり、TPMは上位市場へのステップアップ市
場としての位置づけをより明確にしていくと思われる。
市場別ではマザーズが圧倒的に多く、2016年から

の累計ではTPMを含む全体の62％を占める。

「既存製品・サービスの高付加価値化」「新規製品・
サービスの創出」「ビジネスモデルの根本的な変革」
「企業文化や組織マインドの根本的な変革」となるに
つれ、部署ごとの個別的な対応より全社戦略に基づく
一部の部門での対応、更には全社戦略に基づく全社
的な取り組みとなる方が成果は上がっている。イノ
ベーションを起こすことが最終的な目標なら、全社的
な取り組みでなければ成果は上がりにくい。
また、従業員規模別(下図)では、従業員300名以下
企業層での成果ありの比率がそれ以上の規模に比
較して高い傾向がある。IPAの報告書には、トップの
方針の浸透や小回りの利く組織規模が奏効している
可能性があると記されているが、組織や取引形態が
複雑化していないためアプリケーションサービスの活
用へと転換しやすいという事情もあるのではないか。

中小企業がDXで目指すもの
IPAの調査で、DXに取り組んで成果があったとい

うのはあくまで主観的判断である。さらに気にかかる
ところと言えば、回答企業がDXをどう認識している
かに差があるのではないかということだろう。実際、

DXの具体的なイメージはつかみにくい。経済産業省
では、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、
データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニー
ズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文
化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」
とするが、国内企業が持つ基幹システムの複雑化や
ブラックボックス化が経営の足かせとなっていること
が課題認識の中心にあり、基幹システムのリプレイス
に軸足が置かれている感が強い。
そこで、企業を主体にデジタルテクノロジーの進展

による環境変化を解釈し、より単純化した戦略展開の
構図を下に例示した。オペレーションの改善とコスト削
減による【生産性の向上】という指針と、イノベーショ
ンに基づく【成長性の向上】という指針から、ビジネス
モデルの転換や組織の変革を実現するというもので
ある。「業務の効率化による生産性の向上」はオペ
レーションの改善による成果であり、「既存製品・サー
ビスの高付加価値化」「新規製品・サービスの創出」

もイノベーションを進める過程の中にあると言える。
DXの目標は、現在のビジネスモデルの根本的な転換
や、企業文化や組織マインドの本質的な変革を推進
し、そうした活動を持続的に継続することである。
【生産性の向上】の観点からは、自動化の推進だけ
では部分的なオペレーションの改善に留まる。
Amazonの倉庫は注文に応じて担当作業員の位置
まで棚が自動で移動するシステムが導入されている
と言うが、こうした離れた場所にあるモノを遠隔から
監視・操作・制御するIoTと、インターネットからの注
文を自動的に取り込むサイトコントローラーを結ぶ中

核に、受注や顧客等のデータを円滑に流す仕組みが
あることを見逃すことはできない。中小企業レベル
であれば、SFA（Sales Force Automation：営業
支援システム）/CRM（Customer Relationship 
Management：顧客関係管理）がそうした機能を
担ってくれるのではないだろうか。営業情報の共有と
戦略的な活用、商談管理から請求まで一貫するデー
タ連携と各段階における事務負担の軽減、顧客情報
の蓄積と活用、要素分解した週次の実績管理による
課題の早期発見といった、従来のオペレーションシス
テムでは実現できなかった経営のスピードアップが実
現される可能性は高い。こうした機能をクラウド型
サービスで導入し、IoT等と連携していけば、コスト構
造の抜本的な転換が実現すると思われる。誤りが混
入しやすい単純なオペレーションや、目視や読み合わ
せによる確認等、非生産的で負荷が過大な作業は早
急に転換されなければならない。そして、データの重
要性は今後ますます高まるだろう。従来型のオペレー
ションとそれに合わせたITシステムから脱却し、企業
活動の血液とも言えるデータを起点とした取り組み
を推進する必要がある。
【成長性の向上】の観点では、顧客の意見やニーズ
を汲みとってサービスや製品開発を行うことが不可欠
と言えるだろう。顧客の購買に対する価値観は、機能
的価値だけを求める「モノ」から体験を通した感覚的
な価値や心理的価値に重きを置く「コト」へと変化し
ている。買ってもらうことより使ってもらうことに焦点を
当てると、誰がどのような場面でということを考えてい
かなければならない。こうした考え方の転換を実現す
るために、既存のプロダクトやチャネルにデジタルの
要素を融合させていく必要性が高まっている。モバイ
ルフレンドリー対応で簡単にホームページの作成・更
新・運営ができるCMS（Contents Management 

System）のマーケティングツールとしての活用、顧
客情報を一元管理してデジタルチャネルを通じた
マーケティング活動を自動化するMA（Marketing 
Automation）の導入などにより、「購入前の段階か
ら購入後のサポートまでを通した購買プロセスをとり
まく顧客視点からの体験全体」＝CX（Customer 
Experience）の向上に取り組み、顧客ロイヤルティを
高めながら成長性を確保していく。生産性の向上で
生まれた時間と資金をinnovationの推進に投じ、段
階的なステップを踏みながら、新たなビジネスモデル
の構築に繋げたい。

おわりに
上場の相談はまず金融機関や税理士に向けられる

ことが多いと言われる。上場支援のノウハウ蓄積と、
組織的な支援体制整備がより一層望まれるところだ。
DXの推進には、当該企業の事業特性に合わせた
仕組みを構想し、段階的に導入を進める伴走型の支
援が必要となるだろう。
また、システム導入には費用がかかることから、補
助金の活用も検討したい。DX関連としては、新しい
商品やサービスの開発のための設備投資等に活用
できる「ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金）」、ITツールの導入費用を
補助する「IT導入補助金」、小規模事業者の販路開
拓（併せて行う業務効率化を含む）に活用できる「小
規模事業者持続化補助金」、IT専門家の紹介とその
費用を補助する「中小企業デジタル化応援隊事業」
などがある。(本頁下段に紹介サイトを掲載)
前述のとおり、埼玉県には株式会社数全国5位の
企業ストックがある。地域経済の活性化のために、こ
うした地域企業の潜在活力を最大限に引き出す支援
が必要だと思われる。

主席研究員
宮澤 謙介

地域中小企業の活力を引き出せ　
～TPMへの上場とデジタル戦略の側面から～

（ ）内は上場社数のうちTPMの社数
PwC Japanグループ「IPOマーケット情報」をもとに作成

（ ）内は上場社数のうちTPMの社数

●市場別上場社数
2016

東証一部
東証二部
JASDAQ
マザーズ
アンビシャス（札証）
名証二部
セントレックス（名証）
福証
Qボード（福証）
小計（一般市場）
TOKYO PRO｠Market
合計

8
5
14
54

2

83
3
86

2017

10
8
19
48
2
1

88
7
95

2018

8
4
14
63
1

90
8
98

2019

1
11
6
64
1

1
1
1
86
8
94

2020

6
9
13
64

1

93
10
103

2021
6月まで

3
2
11
37

53
6
59

2016 2017 2018 2019 2020 2021
6月まで

2016 2017 2018 2019 2020 2021
6月まで

2016年以降
累計（構成比）
36（6.7%）
39（7.3%）
77（14.4%）
330（61.7%）
4（0.7%）
3（0.6%）
2（0.4%）
1（0.2%）
1（0.2%）

493（92.1%）
42（7.9%）

535（100%）

●業種別上場社数〈2016年以降累計上位10業種〉

情報・通信業
サービス業
小売業
不動産業
卸売業
建設業
化学
電気機器
その他製品
医薬品

25(1)
24
  8
  5
  4(1)
  4(1)
  1
  1
  1
  

23
26(2)
  8
  6(1)
  8(1)
  2(1)
  3
  5(1)
  4
  1

29(2)
30(1)
  6(1)
  9
  4
  5(2)
  1(1)
  1(1)
  2
  1

35(1)
28(2)
  6(1)
  6(1)
  6(1)
  2
  2
  1
  3
  2

37(1)
28(2)
  5(1)
  2(1)
  4(2)
  5(2)
  4
  2
  2(1)
  3

21
13(1)

  3(2)
  2
  2(1)
  3
  3
  1
  3

2016年
以降累計
170(5)
149(8)
  33(3)
  31(5)
  28(5)
  20(7)
  14(1)
  13(2)
  13(1)
  10(0)

●地域別上場社数

東京
神奈川
千葉
埼玉
北関東
北海道
東北
北陸
甲信
静岡
愛知
東海
大阪
京都
兵庫
近畿
中国
四国
九州
合計

59
  4(1)

  1
  1

  2(1)

  3
  1
  6

  1
  1
  2
  1(1)
  4
86(3)

64(3)
  2(1)
  1
  3(1)

  3

  2
  1
  1
  5(1)
  2(1)
  5
  3

  2

  1
95(7)

70(4)
  2

  1
  2(1)
  2

  1
  1

  1
  2(1)
  6

  4

  1(1)
  2(1)
  3
98(8)

66(2)
  1(1)

  2(1)

  1(1)
  1

  9
  1
  7(2)

  1

  2(1)
  3
94(8)

70(3)
  3(1)
  1

  3(2)

  3

  3(2)
  1

14(1)

  1
  2(1)

  2
103(10)

35(1)
  3

  1(1)
  1

  1(1)
  1
  1

  5
  1
  4(1)
  1
  1

  2(1)

  2(1)
59(6)

2016年
以降累計
364(13)
  15(  4)
    2(  0)
    6(  2)
    4(  1)
  10(  3)
    1(  1)
  10(  2)
    4(  0)
    4(  2)
  24(  1)
    7(  2)
  42(  4)
    4(  0)
    7(  0)
    2(  0)
    9(  3)
    5(  3)
  15(  1)
535(42)

次に、ネットショッピングの一世帯当たりの支出額
の推移をみてみよう。

総務省の家計消費状況調査によると、全国の二
人以上世帯における一カ月当たりのネットショッピン
グの支出額は、2015年には8,643円だったが、
2017年に10,586円、2019年に14,332円となった。
2020年には16,339円と、2015年の2倍近くまで増
加しており、やはり近年になって、ネットショッピングを
利用した支出額は急速に拡大している。
ただし、この数字はネットショッピングを利用してい
ない世帯を含めた平均値であり、ネットショッピングを
利用している世帯だけを取り出してみると、2015年
に31,310円だった支出額は、2020年でも33,353
円にとどまっている。ふだんネットショッピングを利用
する世帯でも、直接店に足を運んで購入するモノや
サービスはまだかなり多いようだ。
この間、ネットショッピングを一度でも利用したこと
のある世帯の割合は、2015年には27.6％にとどまっ
ていたが、2017年に34.3％、2019年に42.8％となり、
2020年には48.8％とほぼ半分近くまで増加している。
すなわち、近年におけるネットショッピングの支出額の
増加は、新たにネットショッピングを利用する人が増え
てきたことによってもたらされている面が強い。

足元のネットショッピングの利用者の増加について
は、新型コロナウイルスの感染拡大が影響している。
度重なる緊急事態宣言の発出などを受けて、外出の
自粛が強く促された結果、旅行サービスなどの需要
が抑えられる一方で、食料品や日用品等を自宅に居
ながらにして受け取ることが出来る、ネットショッピン
グが大幅な伸びとなった。
また昨年、国によってキャッシュレス推進事業が実
施されたことも、ネットショッピングの普及に寄与した。
本来の定義からすれば、ネットショッピングは注文を
ネット経由で行うもので、決済は現金であってもかま
わない。しかし、Amazonなどのネット上の市場でク
レジットカード等を一度登録すれば、注文から決済ま
での一連の流れがすべてオンライン上で処理される
ようになり、二回目以降の取引をスムーズに行える利
点があるためだ。
しかし、ネットショッピングの市場は、コロナ禍以前
から拡大の動きを見せてきた。その要因の一つにあ
げられるのが、スマホの普及である。ネットショッピン
グはネットを介して買い物を行う行為だが、その際に
利用する機器としては、かつてはパソコンが一般的
だった。しかし、近年はスマホを使ったネットショッピン
グの動きが拡大している。
家計消費状況調査で、2015年にネットショッピン

グを行った際に、主にパソコンを利用したと答えた世
帯主の割合は10.9％、配偶者の割合は5.7％だった。
この時、主にスマホ（含む携帯電話）を利用したと答
えた割合は、世帯主で4.0％、配偶者では3.6％にと
どまっていた。
しかし、その後はパソコンを利用する割合が横ば
い程度の水準で推移するなかで、スマホをネット
ショッピングに利用する人が増加し、2020年には、ス
マホを利用した世帯主の割合が18.7％、配偶者の
比率が12.2％とパソコンを逆転した。ネットショッピン

2020年の家計消費状況調査によると、ネット
ショッピングで最も多く利用する電子機器として、パ
ソコンをあげた人は、75歳以上を除くと10％台でほ
ぼ横ばい水準にあるのに対して、スマホ（含む携帯
電話）を利用した人は若い世代ほど高く、34歳以下
では51.4％と半分以上になっている。若い世代が多
い大都市圏では、スマホの利用率も高くなっており、
この結果、ネットショッピングの利用も進むという結果
になっているようだ。

内閣府地方創生推進室と内閣官房まち・ひと・し

ごと創生本部事務局が提供しているV-RESASで、
全国の小売業におけるネットショッピングの状況（ク
レジットカード決済額）をみると、直近のほとんどの
月で決済額は前年の水準を大幅に上回っており、
足元においてもネットショッピングは堅調に推移して
いる。埼玉県についても全国とほぼ同様の動きと
なっているものの、総じてみれば埼玉県の水準は全
国を上回っている模様である。こうした動きについ
ても県内のスマホの利用率の高さが一因になって
いる可能性が高い。
新型コロナウイルスの感染収束時期が見通せな

いこともあって、先行きの消費動向には不透明感が
ある。しかし、ネットショッピングは、他人との接触を避
けるのに都合が良く、身近な場所に店舗がない人や、
買い物が負担になっている高齢者や妊産婦、体に障
がいを抱える人などにとっても使い勝手の良い手段
である。
現状、ネットショッピングを利用していない人は、ま

だ相当な数にのぼることから、若い世代の多い埼玉
県では、スマホの利用者を中心に、今後も全国を上
回るペースでネットショッピングの利用拡大の動きが
続くとみられる。　　　　　　　　　  （井上博夫）
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グに利用する電子機器の主役はパソコンからスマホ
に転じてきたようだ。

スマホを使ったネットショッピングを支えているのが、
様々に工夫されたアプリの登場である。例えば、ファッ
ショングッズなどを展開するZOZOTOWNやフリマ
アプリのメルカリなどは、 パソコンでも利用が可能だ
が、より小さなスマホの画面上で、商品を魅力的に見
せるように設計を工夫し、商品の注文を簡単に行え
るようにしたことで急速な成長を遂げてきた。

2019年のネットショッピングの状況を、全国家計
構造調査で都道府県別にみてみると、ネットショッピ
ング支出額の比率が最も高いのは、東京都の6.0％
で、以下、京都府の5.7％、神奈川県の4.6％と続い
ており、埼玉県は16位の2.7％となっている。逆に割
合が最も低いのは1.3％の長崎県で、1.4％の島根
県、1.5％の青森県と続いている。
一方、令和2年通信利用動向調査から、2019年

の都道府県別のスマホ利用率をみると、神奈川県の
77.6％が最も高く、次いで75.2％の東京都、73.5％
の京都府と福岡県、71.8％の埼玉県と愛知県が続
いている。例外はあるものの、総じてみればスマホ利
用率の高い自治体ほどネットショッピング支出額の比
率が高い傾向がみられる。

われる取引がＢtoＣ-ＥＣ、個人と個人の間で行われ
る取引がＣtoＣ-ＥＣに分けられており、これらのなか
では、主にＢtoＣ-ＥＣとＣtoＣ-ＥＣが個人の行うネッ
トショッピングに該当する。
なお、政府（Government）と個人の間で行われ

る住民票の電子申請や税金の電子決済などの行政
サービスは、ＧtoＣ-ＥＣに分類されることもあるが、
一般的な商取引とはみなされない。
まず、個人が企業からモノやサービスを購入するＢ
toＣ-ＥＣの状況をみると、2017年に16兆5,054億
円だった全国の市場規模は、2018年の17兆9,845
億円を経て、2019年には19兆3,609億円まで増加
した。しかし、2020年は、新型コロナウイルスの感染
拡大を受けて、様々な経済活動が大幅に制限された
こともあって、19兆2,779億円とわずかながらも前年
を下回った。

2020年におけるＢtoＣ-ＥＣ市場の内訳をみると、
家で過ごすいわゆる巣ごもり需要などを受けて、食
料品・衣料品や生活雑貨、家電製品といった、主にモ
ノを取り扱う物販系分野が、前年の10兆515億円か
ら12兆2,333億円へ大幅に増加した。
一方、サービス系分野は前年の7兆1,672億円か

ら4兆5,832億円へ大幅に減少した。前年には3兆
8,971億円とサービス系分野の54.4％を占めていた
旅行サービスが、移動の制限などの影響を受けて
1兆5,494億円と前年の半分以下まで落ち込んだこ

近年、インターネットを介してモノやサービスを購
入する、いわゆるネットショッピングの利用が急速に
拡大している。Amazonや楽天市場といったネット
上の市場の品ぞろえが充実し、欲しいモノを手軽に
購入できるようになったことに加え、パック旅行や観
劇・スポーツ観戦のチケットなど様々なサービスにつ
いても、ネットを通した購入が容易になったことが寄
与しているようだ。
足元をみても、かつてない規模で新型コロナウイ

ルスの感染が拡大し、外出の抑制が強く求められる
なかで、店舗を持たず、食料品や日用品等の注文を
ネットで受けて顧客へ配達する、ネット専業スーパー
が登場するなど、ネットショッピング利用の幅が広が
りをみせている。
以下では、埼玉県におけるネットショッピングの現
状について簡単にみていきたい。

まず、現在のネットショッピングの状況を、経済産
業省が今年7月に公表した「電子商取引に関する市
場調査」からみてみよう。この報告書では、「インター
ネットを利用して、受発注がコンピューターネットワー
クシステム上で行われる」取引のことを、ＥＣ（Elec-
tric Commerce＝電子商取引）と定義している。
ＥＣは、取引を行う当事者ごとに幾つかに分類され
る。すわなち、企業（Business）間または企業と政府
（中央政府および地方公共団体）の間で行われる取
引がＢtoＢ-ＥＣ、企業と個人（Consumer）の間で行

とに加えて、飲食サービスやチケット販売なども大き
く減少した。
2兆4,614億円だったデジタル系分野には、スポー

ツなどの有料動画配信や有料音楽配信なども含まれ
るが、これらの中ではオンラインゲームが6割以上を占
めて最も多くなっており、足元も堅調に推移している。
一方、個人と個人の間で取引が行われるＣtoＣ-

ＥＣの状況に目を向けると、2017年に1兆1,200億
円だった市場規模は、2018年の1兆5,891億円を経
て、2019年に1兆7,407億円となり、2020年には
1兆9,586億円まで増加した。ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模はＢtoＣ-ＥＣに比べるとまだ小さいものの、その伸
び率は高くなっている。

個人間のネット上の取引としては、以前から行わ
れてきたネットオークションがよく知られている。
2019年においても、ネットオークションの市場は1兆
1,015億円と全体の6割以上を占めているものの、
これには、企業が個人に販売するＢtoＣ-ＥＣの数字
も含まれていることから、ＣtoＣ-ＥＣとしての市場規
模は若干割り引いて考える必要がある。
一方、近年、急速に伸びているのがフリマアプリで

ある。2017年に3,052億円だったフリマアプリの市
場は2019年に6,392億円となり、2年で二倍以上に
拡大した。2020年については、ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模の内訳が示されていないが、フリマアプリの取引
は堅調に推移した模様である。

業種別上場社数では、情報・通信業とサービス業
が多く、2016年からの累計では情報・通信業がTPM
を含む全体の32％、サービス業が28％を占めている。
他方、TPMに限れば最も多いサービス業でも19％、
続いて建設業が17％、情報・通信業、不動産業、卸売
業が12％で、業種の偏りはさほど見られない。
地域別上場社数では大都市に集中する傾向が強く、
本社所在地が東京である上場社数が圧倒的に多い。
上場企業サーチによると、東京都の株式会社数は全
国の27％を占めるが、2016年からの累計上場社数
では東京が68％を占めている。他方、TPMに限れば
東京は31％にとどまり、全国的に分散する傾向がある。
なお、埼玉県は株式会社数で全国5位（全国の4％）
だが、2016年以降の上場社数（TPMを含む）の占有
率は1％に留まっている。

TPMという選択
一般市場へのステップアップ市場として期待される
TPMだが、株式の売買ができるのは特定投資家に限
られるため、現在のところ知名度はまだ低い。また、流
動性が低いため、新規公開時の売り出しにおいて資
金調達を行うのも難しい。その反面、多くの人が参加
する一般市場よりも柔軟な制度設計が可能となって
おり、上場に何を求めるかによってはとても魅力的な
市場と言える。TPM特有のメリットとしては、
①株主数や利益の額、時価総額といった数値的な基
準（＝形式基準）がない。
②流動させる株式数や株式比率に関する基準がなく、
オーナーシップを維持したまま上場できる。
③上場申請に必要な監査期間は１年で、一般市場よ
りも早く上場できる。
④一般市場に比較して情報開示に関する負担が軽い。
⑤上場指導～上場審査～上場後のモニタリング業務
を一手に担う公式なアドバイザー制度がある。
などがあげられる。一般市場と同様に、TPMでも上場
企業の証としての東証のロゴマークの使用や4桁の
証券コードが付与され、それは大きな信用力に繋がる

だろう。資金調達手段が多様化し、未上場株式の相
続税評価額が高い場合には、市場における株価を評
価額とすることで事業承継を円滑化できるなど、十分
なメリットがあると思われる。

デジタルがもたらす変革
TPMという一つの目標が見えたところで、次に経
営の革新について考えてみたい。近年の新規上場し
た企業のテーマをまとめてみると、成長期待が高い市
場の開拓、革新的な技術やサービスの提供の他に、
人工知能やビッグデータを活用した既存事業の変革、
業務効率化支援、EC（電子商取引）関連サービス、
SaaS事業（クラウド型のアプリケーションやサービス）、
企業のDX支援など、デジタル技術の導入・活用を支
援するサービスが拡充し、市場の期待を集めている。
デジタル技術の活用は成長戦略を描く上で不可欠と
言えそうだ。インターネット経由で外部サーバーを使う
クラウド型サービスであれば、初期費用や運用コスト
を最小限に抑えられ、メンテナンスが不要で導入期間
も短い。中小企業がイノベーションを起こす手段とし
て積極的に活用すべきだろう。
IPA（(独法)情報処理推進機構）の「デジタル時代

のスキル変革等に関する調査(R3.4)」によると、DX
に取り組んでいる企業は全体の53％で、昨年度から
10ポイント以上増加している。昨年度は従業員数
1,000人超の企業層が中心であったが、今年度は従
業員数1,000人以下の各企業層での取り組みが大き
く増加し、企業規模による格差が縮小する傾向にある。
業種別でもほぼ全業種で取り組んでいる企業の割合
が増加し、宿泊･飲食サービス業を除く全業種でDX
に取り組んでいるかあるいは創業よりデジタル事業が
メインの企業が半数を超えた。業種別では、建設、運
輸・郵便、金融・保険、不動産、物品賃貸、生活関連
サービス・娯楽などで増加の割合が大きかった。
取り組みの成果として、「業務の効率化による生産
性の向上」は、全社的な取り組みであろうと部署ごと
の取り組みであろうと大半が成果を感じているが、

はじめに
コロナ禍により、採用活動のオンライン移行が一気
に進んだ。環境変化に合わせて採用活動をアップ
デートした企業に優秀な人材が集まる傾向が強まって
いる。テクノロジーの活用と発信するコンテンツの充
実が求められるが、多くの中小企業はそれだけでは不
十分だろう。特に知名度や信用力の向上が必要だ。
採用力、知名度、信用力の他にも、中小企業の一般的
な課題として、組織力・社内管理体制の強化、従業員
のモチベーションアップ、資金調達手段の多様化、事
業承継などがあげられる。これらは上場の動機と共通
しており、将来を見据えた企業の魅力向上策として、
上場の検討は有力な方策の一つと言えるだろう。また、
それに相応しい経営の革新に取り組むことも必須で
ある。本稿では上場と経営革新の両面から地域中小
企業の活力強化を考える。

上場数の市場別推移
まず、上場の動向について、2016年以降の市場別
上場社数を示した。2020年の一般市場の上場社数
は93社で、コロナ禍にもかかわらず2008年以降で最
多の記録的な1年となった。
最下段のTOKYO PRO Market（以下TPM）は
東京証券取引所（以下東証）が運営するプロ（特定投
資家）向けの市場で、2009年に開設された。2022年
4月に予定される東証の再編では、二部・JASDAQが
スタンダード、マザーズはグロースとなってよりハード
ルが高まり、TPMは上位市場へのステップアップ市
場としての位置づけをより明確にしていくと思われる。
市場別ではマザーズが圧倒的に多く、2016年から

の累計ではTPMを含む全体の62％を占める。

「既存製品・サービスの高付加価値化」「新規製品・
サービスの創出」「ビジネスモデルの根本的な変革」
「企業文化や組織マインドの根本的な変革」となるに
つれ、部署ごとの個別的な対応より全社戦略に基づく
一部の部門での対応、更には全社戦略に基づく全社
的な取り組みとなる方が成果は上がっている。イノ
ベーションを起こすことが最終的な目標なら、全社的
な取り組みでなければ成果は上がりにくい。
また、従業員規模別(下図)では、従業員300名以下
企業層での成果ありの比率がそれ以上の規模に比
較して高い傾向がある。IPAの報告書には、トップの
方針の浸透や小回りの利く組織規模が奏効している
可能性があると記されているが、組織や取引形態が
複雑化していないためアプリケーションサービスの活
用へと転換しやすいという事情もあるのではないか。

中小企業がDXで目指すもの
IPAの調査で、DXに取り組んで成果があったとい

うのはあくまで主観的判断である。さらに気にかかる
ところと言えば、回答企業がDXをどう認識している
かに差があるのではないかということだろう。実際、

DXの具体的なイメージはつかみにくい。経済産業省
では、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、
データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニー
ズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文
化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」
とするが、国内企業が持つ基幹システムの複雑化や
ブラックボックス化が経営の足かせとなっていること
が課題認識の中心にあり、基幹システムのリプレイス
に軸足が置かれている感が強い。
そこで、企業を主体にデジタルテクノロジーの進展

による環境変化を解釈し、より単純化した戦略展開の
構図を下に例示した。オペレーションの改善とコスト削
減による【生産性の向上】という指針と、イノベーショ
ンに基づく【成長性の向上】という指針から、ビジネス
モデルの転換や組織の変革を実現するというもので
ある。「業務の効率化による生産性の向上」はオペ
レーションの改善による成果であり、「既存製品・サー
ビスの高付加価値化」「新規製品・サービスの創出」

もイノベーションを進める過程の中にあると言える。
DXの目標は、現在のビジネスモデルの根本的な転換
や、企業文化や組織マインドの本質的な変革を推進
し、そうした活動を持続的に継続することである。
【生産性の向上】の観点からは、自動化の推進だけ
では部分的なオペレーションの改善に留まる。
Amazonの倉庫は注文に応じて担当作業員の位置
まで棚が自動で移動するシステムが導入されている
と言うが、こうした離れた場所にあるモノを遠隔から
監視・操作・制御するIoTと、インターネットからの注
文を自動的に取り込むサイトコントローラーを結ぶ中

核に、受注や顧客等のデータを円滑に流す仕組みが
あることを見逃すことはできない。中小企業レベル
であれば、SFA（Sales Force Automation：営業
支援システム）/CRM（Customer Relationship 
Management：顧客関係管理）がそうした機能を
担ってくれるのではないだろうか。営業情報の共有と
戦略的な活用、商談管理から請求まで一貫するデー
タ連携と各段階における事務負担の軽減、顧客情報
の蓄積と活用、要素分解した週次の実績管理による
課題の早期発見といった、従来のオペレーションシス
テムでは実現できなかった経営のスピードアップが実
現される可能性は高い。こうした機能をクラウド型
サービスで導入し、IoT等と連携していけば、コスト構
造の抜本的な転換が実現すると思われる。誤りが混
入しやすい単純なオペレーションや、目視や読み合わ
せによる確認等、非生産的で負荷が過大な作業は早
急に転換されなければならない。そして、データの重
要性は今後ますます高まるだろう。従来型のオペレー
ションとそれに合わせたITシステムから脱却し、企業
活動の血液とも言えるデータを起点とした取り組み
を推進する必要がある。
【成長性の向上】の観点では、顧客の意見やニーズ
を汲みとってサービスや製品開発を行うことが不可欠
と言えるだろう。顧客の購買に対する価値観は、機能
的価値だけを求める「モノ」から体験を通した感覚的
な価値や心理的価値に重きを置く「コト」へと変化し
ている。買ってもらうことより使ってもらうことに焦点を
当てると、誰がどのような場面でということを考えてい
かなければならない。こうした考え方の転換を実現す
るために、既存のプロダクトやチャネルにデジタルの
要素を融合させていく必要性が高まっている。モバイ
ルフレンドリー対応で簡単にホームページの作成・更
新・運営ができるCMS（Contents Management 

System）のマーケティングツールとしての活用、顧
客情報を一元管理してデジタルチャネルを通じた
マーケティング活動を自動化するMA（Marketing 
Automation）の導入などにより、「購入前の段階か
ら購入後のサポートまでを通した購買プロセスをとり
まく顧客視点からの体験全体」＝CX（Customer 
Experience）の向上に取り組み、顧客ロイヤルティを
高めながら成長性を確保していく。生産性の向上で
生まれた時間と資金をinnovationの推進に投じ、段
階的なステップを踏みながら、新たなビジネスモデル
の構築に繋げたい。

おわりに
上場の相談はまず金融機関や税理士に向けられる

ことが多いと言われる。上場支援のノウハウ蓄積と、
組織的な支援体制整備がより一層望まれるところだ。
DXの推進には、当該企業の事業特性に合わせた
仕組みを構想し、段階的に導入を進める伴走型の支
援が必要となるだろう。
また、システム導入には費用がかかることから、補
助金の活用も検討したい。DX関連としては、新しい
商品やサービスの開発のための設備投資等に活用
できる「ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金）」、ITツールの導入費用を
補助する「IT導入補助金」、小規模事業者の販路開
拓（併せて行う業務効率化を含む）に活用できる「小
規模事業者持続化補助金」、IT専門家の紹介とその
費用を補助する「中小企業デジタル化応援隊事業」
などがある。(本頁下段に紹介サイトを掲載)
前述のとおり、埼玉県には株式会社数全国5位の
企業ストックがある。地域経済の活性化のために、こ
うした地域企業の潜在活力を最大限に引き出す支援
が必要だと思われる。
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地域中小企業の活力を引き出せ　
～TPMへの上場とデジタル戦略の側面から～

（ ）内は上場社数のうちTPMの社数
PwC Japanグループ「IPOマーケット情報」をもとに作成

（ ）内は上場社数のうちTPMの社数

●市場別上場社数
2016

東証一部
東証二部
JASDAQ
マザーズ
アンビシャス（札証）
名証二部
セントレックス（名証）
福証
Qボード（福証）
小計（一般市場）
TOKYO PRO｠Market
合計

8
5
14
54

2

83
3
86

2017

10
8
19
48
2
1

88
7
95

2018

8
4
14
63
1

90
8
98

2019

1
11
6
64
1

1
1
1
86
8
94

2020

6
9
13
64

1

93
10
103

2021
6月まで

3
2
11
37

53
6
59

2016 2017 2018 2019 2020 2021
6月まで

2016 2017 2018 2019 2020 2021
6月まで

2016年以降
累計（構成比）
36（6.7%）
39（7.3%）
77（14.4%）
330（61.7%）
4（0.7%）
3（0.6%）
2（0.4%）
1（0.2%）
1（0.2%）

493（92.1%）
42（7.9%）

535（100%）

●業種別上場社数〈2016年以降累計上位10業種〉

情報・通信業
サービス業
小売業
不動産業
卸売業
建設業
化学
電気機器
その他製品
医薬品

25(1)
24
  8
  5
  4(1)
  4(1)
  1
  1
  1
  

23
26(2)
  8
  6(1)
  8(1)
  2(1)
  3
  5(1)
  4
  1

29(2)
30(1)
  6(1)
  9
  4
  5(2)
  1(1)
  1(1)
  2
  1

35(1)
28(2)
  6(1)
  6(1)
  6(1)
  2
  2
  1
  3
  2

37(1)
28(2)
  5(1)
  2(1)
  4(2)
  5(2)
  4
  2
  2(1)
  3

21
13(1)

  3(2)
  2
  2(1)
  3
  3
  1
  3

2016年
以降累計
170(5)
149(8)
  33(3)
  31(5)
  28(5)
  20(7)
  14(1)
  13(2)
  13(1)
  10(0)

●地域別上場社数

東京
神奈川
千葉
埼玉
北関東
北海道
東北
北陸
甲信
静岡
愛知
東海
大阪
京都
兵庫
近畿
中国
四国
九州
合計

59
  4(1)

  1
  1

  2(1)

  3
  1
  6

  1
  1
  2
  1(1)
  4
86(3)

64(3)
  2(1)
  1
  3(1)

  3

  2
  1
  1
  5(1)
  2(1)
  5
  3

  2

  1
95(7)

70(4)
  2

  1
  2(1)
  2

  1
  1

  1
  2(1)
  6

  4

  1(1)
  2(1)
  3
98(8)

66(2)
  1(1)

  2(1)

  1(1)
  1

  9
  1
  7(2)

  1

  2(1)
  3
94(8)

70(3)
  3(1)
  1

  3(2)

  3

  3(2)
  1

14(1)

  1
  2(1)

  2
103(10)

35(1)
  3

  1(1)
  1

  1(1)
  1
  1

  5
  1
  4(1)
  1
  1

  2(1)

  2(1)
59(6)

2016年
以降累計
364(13)
  15(  4)
    2(  0)
    6(  2)
    4(  1)
  10(  3)
    1(  1)
  10(  2)
    4(  0)
    4(  2)
  24(  1)
    7(  2)
  42(  4)
    4(  0)
    7(  0)
    2(  0)
    9(  3)
    5(  3)
  15(  1)
535(42)

次に、ネットショッピングの一世帯当たりの支出額
の推移をみてみよう。

総務省の家計消費状況調査によると、全国の二
人以上世帯における一カ月当たりのネットショッピン
グの支出額は、2015年には8,643円だったが、
2017年に10,586円、2019年に14,332円となった。
2020年には16,339円と、2015年の2倍近くまで増
加しており、やはり近年になって、ネットショッピングを
利用した支出額は急速に拡大している。
ただし、この数字はネットショッピングを利用してい
ない世帯を含めた平均値であり、ネットショッピングを
利用している世帯だけを取り出してみると、2015年
に31,310円だった支出額は、2020年でも33,353
円にとどまっている。ふだんネットショッピングを利用
する世帯でも、直接店に足を運んで購入するモノや
サービスはまだかなり多いようだ。
この間、ネットショッピングを一度でも利用したこと
のある世帯の割合は、2015年には27.6％にとどまっ
ていたが、2017年に34.3％、2019年に42.8％となり、
2020年には48.8％とほぼ半分近くまで増加している。
すなわち、近年におけるネットショッピングの支出額の
増加は、新たにネットショッピングを利用する人が増え
てきたことによってもたらされている面が強い。

足元のネットショッピングの利用者の増加について
は、新型コロナウイルスの感染拡大が影響している。
度重なる緊急事態宣言の発出などを受けて、外出の
自粛が強く促された結果、旅行サービスなどの需要
が抑えられる一方で、食料品や日用品等を自宅に居
ながらにして受け取ることが出来る、ネットショッピン
グが大幅な伸びとなった。
また昨年、国によってキャッシュレス推進事業が実
施されたことも、ネットショッピングの普及に寄与した。
本来の定義からすれば、ネットショッピングは注文を
ネット経由で行うもので、決済は現金であってもかま
わない。しかし、Amazonなどのネット上の市場でク
レジットカード等を一度登録すれば、注文から決済ま
での一連の流れがすべてオンライン上で処理される
ようになり、二回目以降の取引をスムーズに行える利
点があるためだ。
しかし、ネットショッピングの市場は、コロナ禍以前
から拡大の動きを見せてきた。その要因の一つにあ
げられるのが、スマホの普及である。ネットショッピン
グはネットを介して買い物を行う行為だが、その際に
利用する機器としては、かつてはパソコンが一般的
だった。しかし、近年はスマホを使ったネットショッピン
グの動きが拡大している。
家計消費状況調査で、2015年にネットショッピン

グを行った際に、主にパソコンを利用したと答えた世
帯主の割合は10.9％、配偶者の割合は5.7％だった。
この時、主にスマホ（含む携帯電話）を利用したと答
えた割合は、世帯主で4.0％、配偶者では3.6％にと
どまっていた。
しかし、その後はパソコンを利用する割合が横ば
い程度の水準で推移するなかで、スマホをネット
ショッピングに利用する人が増加し、2020年には、ス
マホを利用した世帯主の割合が18.7％、配偶者の
比率が12.2％とパソコンを逆転した。ネットショッピン

2020年の家計消費状況調査によると、ネット
ショッピングで最も多く利用する電子機器として、パ
ソコンをあげた人は、75歳以上を除くと10％台でほ
ぼ横ばい水準にあるのに対して、スマホ（含む携帯
電話）を利用した人は若い世代ほど高く、34歳以下
では51.4％と半分以上になっている。若い世代が多
い大都市圏では、スマホの利用率も高くなっており、
この結果、ネットショッピングの利用も進むという結果
になっているようだ。

内閣府地方創生推進室と内閣官房まち・ひと・し

ごと創生本部事務局が提供しているV-RESASで、
全国の小売業におけるネットショッピングの状況（ク
レジットカード決済額）をみると、直近のほとんどの
月で決済額は前年の水準を大幅に上回っており、
足元においてもネットショッピングは堅調に推移して
いる。埼玉県についても全国とほぼ同様の動きと
なっているものの、総じてみれば埼玉県の水準は全
国を上回っている模様である。こうした動きについ
ても県内のスマホの利用率の高さが一因になって
いる可能性が高い。
新型コロナウイルスの感染収束時期が見通せな

いこともあって、先行きの消費動向には不透明感が
ある。しかし、ネットショッピングは、他人との接触を避
けるのに都合が良く、身近な場所に店舗がない人や、
買い物が負担になっている高齢者や妊産婦、体に障
がいを抱える人などにとっても使い勝手の良い手段
である。
現状、ネットショッピングを利用していない人は、ま

だ相当な数にのぼることから、若い世代の多い埼玉
県では、スマホの利用者を中心に、今後も全国を上
回るペースでネットショッピングの利用拡大の動きが
続くとみられる。　　　　　　　　　  （井上博夫）
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グに利用する電子機器の主役はパソコンからスマホ
に転じてきたようだ。

スマホを使ったネットショッピングを支えているのが、
様々に工夫されたアプリの登場である。例えば、ファッ
ショングッズなどを展開するZOZOTOWNやフリマ
アプリのメルカリなどは、 パソコンでも利用が可能だ
が、より小さなスマホの画面上で、商品を魅力的に見
せるように設計を工夫し、商品の注文を簡単に行え
るようにしたことで急速な成長を遂げてきた。

2019年のネットショッピングの状況を、全国家計
構造調査で都道府県別にみてみると、ネットショッピ
ング支出額の比率が最も高いのは、東京都の6.0％
で、以下、京都府の5.7％、神奈川県の4.6％と続い
ており、埼玉県は16位の2.7％となっている。逆に割
合が最も低いのは1.3％の長崎県で、1.4％の島根
県、1.5％の青森県と続いている。
一方、令和2年通信利用動向調査から、2019年

の都道府県別のスマホ利用率をみると、神奈川県の
77.6％が最も高く、次いで75.2％の東京都、73.5％
の京都府と福岡県、71.8％の埼玉県と愛知県が続
いている。例外はあるものの、総じてみればスマホ利
用率の高い自治体ほどネットショッピング支出額の比
率が高い傾向がみられる。

われる取引がＢtoＣ-ＥＣ、個人と個人の間で行われ
る取引がＣtoＣ-ＥＣに分けられており、これらのなか
では、主にＢtoＣ-ＥＣとＣtoＣ-ＥＣが個人の行うネッ
トショッピングに該当する。
なお、政府（Government）と個人の間で行われ

る住民票の電子申請や税金の電子決済などの行政
サービスは、ＧtoＣ-ＥＣに分類されることもあるが、
一般的な商取引とはみなされない。
まず、個人が企業からモノやサービスを購入するＢ
toＣ-ＥＣの状況をみると、2017年に16兆5,054億
円だった全国の市場規模は、2018年の17兆9,845
億円を経て、2019年には19兆3,609億円まで増加
した。しかし、2020年は、新型コロナウイルスの感染
拡大を受けて、様々な経済活動が大幅に制限された
こともあって、19兆2,779億円とわずかながらも前年
を下回った。

2020年におけるＢtoＣ-ＥＣ市場の内訳をみると、
家で過ごすいわゆる巣ごもり需要などを受けて、食
料品・衣料品や生活雑貨、家電製品といった、主にモ
ノを取り扱う物販系分野が、前年の10兆515億円か
ら12兆2,333億円へ大幅に増加した。
一方、サービス系分野は前年の7兆1,672億円か

ら4兆5,832億円へ大幅に減少した。前年には3兆
8,971億円とサービス系分野の54.4％を占めていた
旅行サービスが、移動の制限などの影響を受けて
1兆5,494億円と前年の半分以下まで落ち込んだこ

近年、インターネットを介してモノやサービスを購
入する、いわゆるネットショッピングの利用が急速に
拡大している。Amazonや楽天市場といったネット
上の市場の品ぞろえが充実し、欲しいモノを手軽に
購入できるようになったことに加え、パック旅行や観
劇・スポーツ観戦のチケットなど様々なサービスにつ
いても、ネットを通した購入が容易になったことが寄
与しているようだ。
足元をみても、かつてない規模で新型コロナウイ

ルスの感染が拡大し、外出の抑制が強く求められる
なかで、店舗を持たず、食料品や日用品等の注文を
ネットで受けて顧客へ配達する、ネット専業スーパー
が登場するなど、ネットショッピング利用の幅が広が
りをみせている。
以下では、埼玉県におけるネットショッピングの現
状について簡単にみていきたい。

まず、現在のネットショッピングの状況を、経済産
業省が今年7月に公表した「電子商取引に関する市
場調査」からみてみよう。この報告書では、「インター
ネットを利用して、受発注がコンピューターネットワー
クシステム上で行われる」取引のことを、ＥＣ（Elec-
tric Commerce＝電子商取引）と定義している。
ＥＣは、取引を行う当事者ごとに幾つかに分類され
る。すわなち、企業（Business）間または企業と政府
（中央政府および地方公共団体）の間で行われる取
引がＢtoＢ-ＥＣ、企業と個人（Consumer）の間で行

とに加えて、飲食サービスやチケット販売なども大き
く減少した。
2兆4,614億円だったデジタル系分野には、スポー

ツなどの有料動画配信や有料音楽配信なども含まれ
るが、これらの中ではオンラインゲームが6割以上を占
めて最も多くなっており、足元も堅調に推移している。
一方、個人と個人の間で取引が行われるＣtoＣ-

ＥＣの状況に目を向けると、2017年に1兆1,200億
円だった市場規模は、2018年の1兆5,891億円を経
て、2019年に1兆7,407億円となり、2020年には
1兆9,586億円まで増加した。ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模はＢtoＣ-ＥＣに比べるとまだ小さいものの、その伸
び率は高くなっている。

個人間のネット上の取引としては、以前から行わ
れてきたネットオークションがよく知られている。
2019年においても、ネットオークションの市場は1兆
1,015億円と全体の6割以上を占めているものの、
これには、企業が個人に販売するＢtoＣ-ＥＣの数字
も含まれていることから、ＣtoＣ-ＥＣとしての市場規
模は若干割り引いて考える必要がある。
一方、近年、急速に伸びているのがフリマアプリで

ある。2017年に3,052億円だったフリマアプリの市
場は2019年に6,392億円となり、2年で二倍以上に
拡大した。2020年については、ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模の内訳が示されていないが、フリマアプリの取引
は堅調に推移した模様である。

業種別上場社数では、情報・通信業とサービス業
が多く、2016年からの累計では情報・通信業がTPM
を含む全体の32％、サービス業が28％を占めている。
他方、TPMに限れば最も多いサービス業でも19％、
続いて建設業が17％、情報・通信業、不動産業、卸売
業が12％で、業種の偏りはさほど見られない。
地域別上場社数では大都市に集中する傾向が強く、
本社所在地が東京である上場社数が圧倒的に多い。
上場企業サーチによると、東京都の株式会社数は全
国の27％を占めるが、2016年からの累計上場社数
では東京が68％を占めている。他方、TPMに限れば
東京は31％にとどまり、全国的に分散する傾向がある。
なお、埼玉県は株式会社数で全国5位（全国の4％）
だが、2016年以降の上場社数（TPMを含む）の占有
率は1％に留まっている。

TPMという選択
一般市場へのステップアップ市場として期待される
TPMだが、株式の売買ができるのは特定投資家に限
られるため、現在のところ知名度はまだ低い。また、流
動性が低いため、新規公開時の売り出しにおいて資
金調達を行うのも難しい。その反面、多くの人が参加
する一般市場よりも柔軟な制度設計が可能となって
おり、上場に何を求めるかによってはとても魅力的な
市場と言える。TPM特有のメリットとしては、
①株主数や利益の額、時価総額といった数値的な基
準（＝形式基準）がない。
②流動させる株式数や株式比率に関する基準がなく、
オーナーシップを維持したまま上場できる。
③上場申請に必要な監査期間は１年で、一般市場よ
りも早く上場できる。
④一般市場に比較して情報開示に関する負担が軽い。
⑤上場指導～上場審査～上場後のモニタリング業務
を一手に担う公式なアドバイザー制度がある。
などがあげられる。一般市場と同様に、TPMでも上場
企業の証としての東証のロゴマークの使用や4桁の
証券コードが付与され、それは大きな信用力に繋がる

だろう。資金調達手段が多様化し、未上場株式の相
続税評価額が高い場合には、市場における株価を評
価額とすることで事業承継を円滑化できるなど、十分
なメリットがあると思われる。

デジタルがもたらす変革
TPMという一つの目標が見えたところで、次に経
営の革新について考えてみたい。近年の新規上場し
た企業のテーマをまとめてみると、成長期待が高い市
場の開拓、革新的な技術やサービスの提供の他に、
人工知能やビッグデータを活用した既存事業の変革、
業務効率化支援、EC（電子商取引）関連サービス、
SaaS事業（クラウド型のアプリケーションやサービス）、
企業のDX支援など、デジタル技術の導入・活用を支
援するサービスが拡充し、市場の期待を集めている。
デジタル技術の活用は成長戦略を描く上で不可欠と
言えそうだ。インターネット経由で外部サーバーを使う
クラウド型サービスであれば、初期費用や運用コスト
を最小限に抑えられ、メンテナンスが不要で導入期間
も短い。中小企業がイノベーションを起こす手段とし
て積極的に活用すべきだろう。
IPA（(独法)情報処理推進機構）の「デジタル時代

のスキル変革等に関する調査(R3.4)」によると、DX
に取り組んでいる企業は全体の53％で、昨年度から
10ポイント以上増加している。昨年度は従業員数
1,000人超の企業層が中心であったが、今年度は従
業員数1,000人以下の各企業層での取り組みが大き
く増加し、企業規模による格差が縮小する傾向にある。
業種別でもほぼ全業種で取り組んでいる企業の割合
が増加し、宿泊･飲食サービス業を除く全業種でDX
に取り組んでいるかあるいは創業よりデジタル事業が
メインの企業が半数を超えた。業種別では、建設、運
輸・郵便、金融・保険、不動産、物品賃貸、生活関連
サービス・娯楽などで増加の割合が大きかった。
取り組みの成果として、「業務の効率化による生産
性の向上」は、全社的な取り組みであろうと部署ごと
の取り組みであろうと大半が成果を感じているが、

はじめに
コロナ禍により、採用活動のオンライン移行が一気
に進んだ。環境変化に合わせて採用活動をアップ
デートした企業に優秀な人材が集まる傾向が強まって
いる。テクノロジーの活用と発信するコンテンツの充
実が求められるが、多くの中小企業はそれだけでは不
十分だろう。特に知名度や信用力の向上が必要だ。
採用力、知名度、信用力の他にも、中小企業の一般的
な課題として、組織力・社内管理体制の強化、従業員
のモチベーションアップ、資金調達手段の多様化、事
業承継などがあげられる。これらは上場の動機と共通
しており、将来を見据えた企業の魅力向上策として、
上場の検討は有力な方策の一つと言えるだろう。また、
それに相応しい経営の革新に取り組むことも必須で
ある。本稿では上場と経営革新の両面から地域中小
企業の活力強化を考える。

上場数の市場別推移
まず、上場の動向について、2016年以降の市場別
上場社数を示した。2020年の一般市場の上場社数
は93社で、コロナ禍にもかかわらず2008年以降で最
多の記録的な1年となった。
最下段のTOKYO PRO Market（以下TPM）は
東京証券取引所（以下東証）が運営するプロ（特定投
資家）向けの市場で、2009年に開設された。2022年
4月に予定される東証の再編では、二部・JASDAQが
スタンダード、マザーズはグロースとなってよりハード
ルが高まり、TPMは上位市場へのステップアップ市
場としての位置づけをより明確にしていくと思われる。
市場別ではマザーズが圧倒的に多く、2016年から

の累計ではTPMを含む全体の62％を占める。

「既存製品・サービスの高付加価値化」「新規製品・
サービスの創出」「ビジネスモデルの根本的な変革」
「企業文化や組織マインドの根本的な変革」となるに
つれ、部署ごとの個別的な対応より全社戦略に基づく
一部の部門での対応、更には全社戦略に基づく全社
的な取り組みとなる方が成果は上がっている。イノ
ベーションを起こすことが最終的な目標なら、全社的
な取り組みでなければ成果は上がりにくい。
また、従業員規模別(下図)では、従業員300名以下
企業層での成果ありの比率がそれ以上の規模に比
較して高い傾向がある。IPAの報告書には、トップの
方針の浸透や小回りの利く組織規模が奏効している
可能性があると記されているが、組織や取引形態が
複雑化していないためアプリケーションサービスの活
用へと転換しやすいという事情もあるのではないか。

中小企業がDXで目指すもの
IPAの調査で、DXに取り組んで成果があったとい

うのはあくまで主観的判断である。さらに気にかかる
ところと言えば、回答企業がDXをどう認識している
かに差があるのではないかということだろう。実際、

DXの具体的なイメージはつかみにくい。経済産業省
では、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、
データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニー
ズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文
化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」
とするが、国内企業が持つ基幹システムの複雑化や
ブラックボックス化が経営の足かせとなっていること
が課題認識の中心にあり、基幹システムのリプレイス
に軸足が置かれている感が強い。
そこで、企業を主体にデジタルテクノロジーの進展

による環境変化を解釈し、より単純化した戦略展開の
構図を下に例示した。オペレーションの改善とコスト削
減による【生産性の向上】という指針と、イノベーショ
ンに基づく【成長性の向上】という指針から、ビジネス
モデルの転換や組織の変革を実現するというもので
ある。「業務の効率化による生産性の向上」はオペ
レーションの改善による成果であり、「既存製品・サー
ビスの高付加価値化」「新規製品・サービスの創出」

もイノベーションを進める過程の中にあると言える。
DXの目標は、現在のビジネスモデルの根本的な転換
や、企業文化や組織マインドの本質的な変革を推進
し、そうした活動を持続的に継続することである。
【生産性の向上】の観点からは、自動化の推進だけ
では部分的なオペレーションの改善に留まる。
Amazonの倉庫は注文に応じて担当作業員の位置
まで棚が自動で移動するシステムが導入されている
と言うが、こうした離れた場所にあるモノを遠隔から
監視・操作・制御するIoTと、インターネットからの注
文を自動的に取り込むサイトコントローラーを結ぶ中

核に、受注や顧客等のデータを円滑に流す仕組みが
あることを見逃すことはできない。中小企業レベル
であれば、SFA（Sales Force Automation：営業
支援システム）/CRM（Customer Relationship 
Management：顧客関係管理）がそうした機能を
担ってくれるのではないだろうか。営業情報の共有と
戦略的な活用、商談管理から請求まで一貫するデー
タ連携と各段階における事務負担の軽減、顧客情報
の蓄積と活用、要素分解した週次の実績管理による
課題の早期発見といった、従来のオペレーションシス
テムでは実現できなかった経営のスピードアップが実
現される可能性は高い。こうした機能をクラウド型
サービスで導入し、IoT等と連携していけば、コスト構
造の抜本的な転換が実現すると思われる。誤りが混
入しやすい単純なオペレーションや、目視や読み合わ
せによる確認等、非生産的で負荷が過大な作業は早
急に転換されなければならない。そして、データの重
要性は今後ますます高まるだろう。従来型のオペレー
ションとそれに合わせたITシステムから脱却し、企業
活動の血液とも言えるデータを起点とした取り組み
を推進する必要がある。
【成長性の向上】の観点では、顧客の意見やニーズ
を汲みとってサービスや製品開発を行うことが不可欠
と言えるだろう。顧客の購買に対する価値観は、機能
的価値だけを求める「モノ」から体験を通した感覚的
な価値や心理的価値に重きを置く「コト」へと変化し
ている。買ってもらうことより使ってもらうことに焦点を
当てると、誰がどのような場面でということを考えてい
かなければならない。こうした考え方の転換を実現す
るために、既存のプロダクトやチャネルにデジタルの
要素を融合させていく必要性が高まっている。モバイ
ルフレンドリー対応で簡単にホームページの作成・更
新・運営ができるCMS（Contents Management 

System）のマーケティングツールとしての活用、顧
客情報を一元管理してデジタルチャネルを通じた
マーケティング活動を自動化するMA（Marketing 
Automation）の導入などにより、「購入前の段階か
ら購入後のサポートまでを通した購買プロセスをとり
まく顧客視点からの体験全体」＝CX（Customer 
Experience）の向上に取り組み、顧客ロイヤルティを
高めながら成長性を確保していく。生産性の向上で
生まれた時間と資金をinnovationの推進に投じ、段
階的なステップを踏みながら、新たなビジネスモデル
の構築に繋げたい。

おわりに
上場の相談はまず金融機関や税理士に向けられる

ことが多いと言われる。上場支援のノウハウ蓄積と、
組織的な支援体制整備がより一層望まれるところだ。
DXの推進には、当該企業の事業特性に合わせた
仕組みを構想し、段階的に導入を進める伴走型の支
援が必要となるだろう。
また、システム導入には費用がかかることから、補
助金の活用も検討したい。DX関連としては、新しい
商品やサービスの開発のための設備投資等に活用
できる「ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金）」、ITツールの導入費用を
補助する「IT導入補助金」、小規模事業者の販路開
拓（併せて行う業務効率化を含む）に活用できる「小
規模事業者持続化補助金」、IT専門家の紹介とその
費用を補助する「中小企業デジタル化応援隊事業」
などがある。(本頁下段に紹介サイトを掲載)
前述のとおり、埼玉県には株式会社数全国5位の
企業ストックがある。地域経済の活性化のために、こ
うした地域企業の潜在活力を最大限に引き出す支援
が必要だと思われる。

●DXによる戦略展開の構図

●DXへの取り組みの成果（従業員規模別）

資料：IPA「デジタル時代のスキル変革等に関する調査(R3.4)」
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・ものづくり補助金総合サイト https://portal.monodukuri-hojo.jp/
・IT導入補助金サイト https://www.it-hojo.jp/
・小規模事業者持続化補助金サイト https://r1.jizokukahojokin.info/
・小規模事業者持続化補助金コロナ特別対応型サイト https://r2corona.jizokukahojokin.info/corona/
・中小企業デジタル化応援隊事業サイト https://digitalization-support.jp/
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成果あり 今後の成果が見込まれる 未着手/これから

次に、ネットショッピングの一世帯当たりの支出額
の推移をみてみよう。

総務省の家計消費状況調査によると、全国の二
人以上世帯における一カ月当たりのネットショッピン
グの支出額は、2015年には8,643円だったが、
2017年に10,586円、2019年に14,332円となった。
2020年には16,339円と、2015年の2倍近くまで増
加しており、やはり近年になって、ネットショッピングを
利用した支出額は急速に拡大している。
ただし、この数字はネットショッピングを利用してい
ない世帯を含めた平均値であり、ネットショッピングを
利用している世帯だけを取り出してみると、2015年
に31,310円だった支出額は、2020年でも33,353
円にとどまっている。ふだんネットショッピングを利用
する世帯でも、直接店に足を運んで購入するモノや
サービスはまだかなり多いようだ。
この間、ネットショッピングを一度でも利用したこと
のある世帯の割合は、2015年には27.6％にとどまっ
ていたが、2017年に34.3％、2019年に42.8％となり、
2020年には48.8％とほぼ半分近くまで増加している。
すなわち、近年におけるネットショッピングの支出額の
増加は、新たにネットショッピングを利用する人が増え
てきたことによってもたらされている面が強い。

足元のネットショッピングの利用者の増加について
は、新型コロナウイルスの感染拡大が影響している。
度重なる緊急事態宣言の発出などを受けて、外出の
自粛が強く促された結果、旅行サービスなどの需要
が抑えられる一方で、食料品や日用品等を自宅に居
ながらにして受け取ることが出来る、ネットショッピン
グが大幅な伸びとなった。
また昨年、国によってキャッシュレス推進事業が実
施されたことも、ネットショッピングの普及に寄与した。
本来の定義からすれば、ネットショッピングは注文を
ネット経由で行うもので、決済は現金であってもかま
わない。しかし、Amazonなどのネット上の市場でク
レジットカード等を一度登録すれば、注文から決済ま
での一連の流れがすべてオンライン上で処理される
ようになり、二回目以降の取引をスムーズに行える利
点があるためだ。
しかし、ネットショッピングの市場は、コロナ禍以前
から拡大の動きを見せてきた。その要因の一つにあ
げられるのが、スマホの普及である。ネットショッピン
グはネットを介して買い物を行う行為だが、その際に
利用する機器としては、かつてはパソコンが一般的
だった。しかし、近年はスマホを使ったネットショッピン
グの動きが拡大している。
家計消費状況調査で、2015年にネットショッピン

グを行った際に、主にパソコンを利用したと答えた世
帯主の割合は10.9％、配偶者の割合は5.7％だった。
この時、主にスマホ（含む携帯電話）を利用したと答
えた割合は、世帯主で4.0％、配偶者では3.6％にと
どまっていた。
しかし、その後はパソコンを利用する割合が横ば
い程度の水準で推移するなかで、スマホをネット
ショッピングに利用する人が増加し、2020年には、ス
マホを利用した世帯主の割合が18.7％、配偶者の
比率が12.2％とパソコンを逆転した。ネットショッピン

2020年の家計消費状況調査によると、ネット
ショッピングで最も多く利用する電子機器として、パ
ソコンをあげた人は、75歳以上を除くと10％台でほ
ぼ横ばい水準にあるのに対して、スマホ（含む携帯
電話）を利用した人は若い世代ほど高く、34歳以下
では51.4％と半分以上になっている。若い世代が多
い大都市圏では、スマホの利用率も高くなっており、
この結果、ネットショッピングの利用も進むという結果
になっているようだ。

内閣府地方創生推進室と内閣官房まち・ひと・し

ごと創生本部事務局が提供しているV-RESASで、
全国の小売業におけるネットショッピングの状況（ク
レジットカード決済額）をみると、直近のほとんどの
月で決済額は前年の水準を大幅に上回っており、
足元においてもネットショッピングは堅調に推移して
いる。埼玉県についても全国とほぼ同様の動きと
なっているものの、総じてみれば埼玉県の水準は全
国を上回っている模様である。こうした動きについ
ても県内のスマホの利用率の高さが一因になって
いる可能性が高い。
新型コロナウイルスの感染収束時期が見通せな

いこともあって、先行きの消費動向には不透明感が
ある。しかし、ネットショッピングは、他人との接触を避
けるのに都合が良く、身近な場所に店舗がない人や、
買い物が負担になっている高齢者や妊産婦、体に障
がいを抱える人などにとっても使い勝手の良い手段
である。
現状、ネットショッピングを利用していない人は、ま

だ相当な数にのぼることから、若い世代の多い埼玉
県では、スマホの利用者を中心に、今後も全国を上
回るペースでネットショッピングの利用拡大の動きが
続くとみられる。　　　　　　　　　  （井上博夫）
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グに利用する電子機器の主役はパソコンからスマホ
に転じてきたようだ。

スマホを使ったネットショッピングを支えているのが、
様々に工夫されたアプリの登場である。例えば、ファッ
ショングッズなどを展開するZOZOTOWNやフリマ
アプリのメルカリなどは、 パソコンでも利用が可能だ
が、より小さなスマホの画面上で、商品を魅力的に見
せるように設計を工夫し、商品の注文を簡単に行え
るようにしたことで急速な成長を遂げてきた。

2019年のネットショッピングの状況を、全国家計
構造調査で都道府県別にみてみると、ネットショッピ
ング支出額の比率が最も高いのは、東京都の6.0％
で、以下、京都府の5.7％、神奈川県の4.6％と続い
ており、埼玉県は16位の2.7％となっている。逆に割
合が最も低いのは1.3％の長崎県で、1.4％の島根
県、1.5％の青森県と続いている。
一方、令和2年通信利用動向調査から、2019年

の都道府県別のスマホ利用率をみると、神奈川県の
77.6％が最も高く、次いで75.2％の東京都、73.5％
の京都府と福岡県、71.8％の埼玉県と愛知県が続
いている。例外はあるものの、総じてみればスマホ利
用率の高い自治体ほどネットショッピング支出額の比
率が高い傾向がみられる。

われる取引がＢtoＣ-ＥＣ、個人と個人の間で行われ
る取引がＣtoＣ-ＥＣに分けられており、これらのなか
では、主にＢtoＣ-ＥＣとＣtoＣ-ＥＣが個人の行うネッ
トショッピングに該当する。
なお、政府（Government）と個人の間で行われ

る住民票の電子申請や税金の電子決済などの行政
サービスは、ＧtoＣ-ＥＣに分類されることもあるが、
一般的な商取引とはみなされない。
まず、個人が企業からモノやサービスを購入するＢ
toＣ-ＥＣの状況をみると、2017年に16兆5,054億
円だった全国の市場規模は、2018年の17兆9,845
億円を経て、2019年には19兆3,609億円まで増加
した。しかし、2020年は、新型コロナウイルスの感染
拡大を受けて、様々な経済活動が大幅に制限された
こともあって、19兆2,779億円とわずかながらも前年
を下回った。

2020年におけるＢtoＣ-ＥＣ市場の内訳をみると、
家で過ごすいわゆる巣ごもり需要などを受けて、食
料品・衣料品や生活雑貨、家電製品といった、主にモ
ノを取り扱う物販系分野が、前年の10兆515億円か
ら12兆2,333億円へ大幅に増加した。
一方、サービス系分野は前年の7兆1,672億円か

ら4兆5,832億円へ大幅に減少した。前年には3兆
8,971億円とサービス系分野の54.4％を占めていた
旅行サービスが、移動の制限などの影響を受けて
1兆5,494億円と前年の半分以下まで落ち込んだこ

近年、インターネットを介してモノやサービスを購
入する、いわゆるネットショッピングの利用が急速に
拡大している。Amazonや楽天市場といったネット
上の市場の品ぞろえが充実し、欲しいモノを手軽に
購入できるようになったことに加え、パック旅行や観
劇・スポーツ観戦のチケットなど様々なサービスにつ
いても、ネットを通した購入が容易になったことが寄
与しているようだ。
足元をみても、かつてない規模で新型コロナウイ

ルスの感染が拡大し、外出の抑制が強く求められる
なかで、店舗を持たず、食料品や日用品等の注文を
ネットで受けて顧客へ配達する、ネット専業スーパー
が登場するなど、ネットショッピング利用の幅が広が
りをみせている。
以下では、埼玉県におけるネットショッピングの現
状について簡単にみていきたい。

まず、現在のネットショッピングの状況を、経済産
業省が今年7月に公表した「電子商取引に関する市
場調査」からみてみよう。この報告書では、「インター
ネットを利用して、受発注がコンピューターネットワー
クシステム上で行われる」取引のことを、ＥＣ（Elec-
tric Commerce＝電子商取引）と定義している。
ＥＣは、取引を行う当事者ごとに幾つかに分類され
る。すわなち、企業（Business）間または企業と政府
（中央政府および地方公共団体）の間で行われる取
引がＢtoＢ-ＥＣ、企業と個人（Consumer）の間で行

とに加えて、飲食サービスやチケット販売なども大き
く減少した。
2兆4,614億円だったデジタル系分野には、スポー

ツなどの有料動画配信や有料音楽配信なども含まれ
るが、これらの中ではオンラインゲームが6割以上を占
めて最も多くなっており、足元も堅調に推移している。
一方、個人と個人の間で取引が行われるＣtoＣ-

ＥＣの状況に目を向けると、2017年に1兆1,200億
円だった市場規模は、2018年の1兆5,891億円を経
て、2019年に1兆7,407億円となり、2020年には
1兆9,586億円まで増加した。ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模はＢtoＣ-ＥＣに比べるとまだ小さいものの、その伸
び率は高くなっている。

個人間のネット上の取引としては、以前から行わ
れてきたネットオークションがよく知られている。
2019年においても、ネットオークションの市場は1兆
1,015億円と全体の6割以上を占めているものの、
これには、企業が個人に販売するＢtoＣ-ＥＣの数字
も含まれていることから、ＣtoＣ-ＥＣとしての市場規
模は若干割り引いて考える必要がある。
一方、近年、急速に伸びているのがフリマアプリで

ある。2017年に3,052億円だったフリマアプリの市
場は2019年に6,392億円となり、2年で二倍以上に
拡大した。2020年については、ＣtoＣ-ＥＣの市場規
模の内訳が示されていないが、フリマアプリの取引
は堅調に推移した模様である。

業種別上場社数では、情報・通信業とサービス業
が多く、2016年からの累計では情報・通信業がTPM
を含む全体の32％、サービス業が28％を占めている。
他方、TPMに限れば最も多いサービス業でも19％、
続いて建設業が17％、情報・通信業、不動産業、卸売
業が12％で、業種の偏りはさほど見られない。
地域別上場社数では大都市に集中する傾向が強く、
本社所在地が東京である上場社数が圧倒的に多い。
上場企業サーチによると、東京都の株式会社数は全
国の27％を占めるが、2016年からの累計上場社数
では東京が68％を占めている。他方、TPMに限れば
東京は31％にとどまり、全国的に分散する傾向がある。
なお、埼玉県は株式会社数で全国5位（全国の4％）
だが、2016年以降の上場社数（TPMを含む）の占有
率は1％に留まっている。

TPMという選択
一般市場へのステップアップ市場として期待される
TPMだが、株式の売買ができるのは特定投資家に限
られるため、現在のところ知名度はまだ低い。また、流
動性が低いため、新規公開時の売り出しにおいて資
金調達を行うのも難しい。その反面、多くの人が参加
する一般市場よりも柔軟な制度設計が可能となって
おり、上場に何を求めるかによってはとても魅力的な
市場と言える。TPM特有のメリットとしては、
①株主数や利益の額、時価総額といった数値的な基
準（＝形式基準）がない。
②流動させる株式数や株式比率に関する基準がなく、
オーナーシップを維持したまま上場できる。
③上場申請に必要な監査期間は１年で、一般市場よ
りも早く上場できる。
④一般市場に比較して情報開示に関する負担が軽い。
⑤上場指導～上場審査～上場後のモニタリング業務
を一手に担う公式なアドバイザー制度がある。
などがあげられる。一般市場と同様に、TPMでも上場
企業の証としての東証のロゴマークの使用や4桁の
証券コードが付与され、それは大きな信用力に繋がる

だろう。資金調達手段が多様化し、未上場株式の相
続税評価額が高い場合には、市場における株価を評
価額とすることで事業承継を円滑化できるなど、十分
なメリットがあると思われる。

デジタルがもたらす変革
TPMという一つの目標が見えたところで、次に経
営の革新について考えてみたい。近年の新規上場し
た企業のテーマをまとめてみると、成長期待が高い市
場の開拓、革新的な技術やサービスの提供の他に、
人工知能やビッグデータを活用した既存事業の変革、
業務効率化支援、EC（電子商取引）関連サービス、
SaaS事業（クラウド型のアプリケーションやサービス）、
企業のDX支援など、デジタル技術の導入・活用を支
援するサービスが拡充し、市場の期待を集めている。
デジタル技術の活用は成長戦略を描く上で不可欠と
言えそうだ。インターネット経由で外部サーバーを使う
クラウド型サービスであれば、初期費用や運用コスト
を最小限に抑えられ、メンテナンスが不要で導入期間
も短い。中小企業がイノベーションを起こす手段とし
て積極的に活用すべきだろう。
IPA（(独法)情報処理推進機構）の「デジタル時代

のスキル変革等に関する調査(R3.4)」によると、DX
に取り組んでいる企業は全体の53％で、昨年度から
10ポイント以上増加している。昨年度は従業員数
1,000人超の企業層が中心であったが、今年度は従
業員数1,000人以下の各企業層での取り組みが大き
く増加し、企業規模による格差が縮小する傾向にある。
業種別でもほぼ全業種で取り組んでいる企業の割合
が増加し、宿泊･飲食サービス業を除く全業種でDX
に取り組んでいるかあるいは創業よりデジタル事業が
メインの企業が半数を超えた。業種別では、建設、運
輸・郵便、金融・保険、不動産、物品賃貸、生活関連
サービス・娯楽などで増加の割合が大きかった。
取り組みの成果として、「業務の効率化による生産
性の向上」は、全社的な取り組みであろうと部署ごと
の取り組みであろうと大半が成果を感じているが、

はじめに
コロナ禍により、採用活動のオンライン移行が一気
に進んだ。環境変化に合わせて採用活動をアップ
デートした企業に優秀な人材が集まる傾向が強まって
いる。テクノロジーの活用と発信するコンテンツの充
実が求められるが、多くの中小企業はそれだけでは不
十分だろう。特に知名度や信用力の向上が必要だ。
採用力、知名度、信用力の他にも、中小企業の一般的
な課題として、組織力・社内管理体制の強化、従業員
のモチベーションアップ、資金調達手段の多様化、事
業承継などがあげられる。これらは上場の動機と共通
しており、将来を見据えた企業の魅力向上策として、
上場の検討は有力な方策の一つと言えるだろう。また、
それに相応しい経営の革新に取り組むことも必須で
ある。本稿では上場と経営革新の両面から地域中小
企業の活力強化を考える。

上場数の市場別推移
まず、上場の動向について、2016年以降の市場別
上場社数を示した。2020年の一般市場の上場社数
は93社で、コロナ禍にもかかわらず2008年以降で最
多の記録的な1年となった。
最下段のTOKYO PRO Market（以下TPM）は
東京証券取引所（以下東証）が運営するプロ（特定投
資家）向けの市場で、2009年に開設された。2022年
4月に予定される東証の再編では、二部・JASDAQが
スタンダード、マザーズはグロースとなってよりハード
ルが高まり、TPMは上位市場へのステップアップ市
場としての位置づけをより明確にしていくと思われる。
市場別ではマザーズが圧倒的に多く、2016年から

の累計ではTPMを含む全体の62％を占める。

「既存製品・サービスの高付加価値化」「新規製品・
サービスの創出」「ビジネスモデルの根本的な変革」
「企業文化や組織マインドの根本的な変革」となるに
つれ、部署ごとの個別的な対応より全社戦略に基づく
一部の部門での対応、更には全社戦略に基づく全社
的な取り組みとなる方が成果は上がっている。イノ
ベーションを起こすことが最終的な目標なら、全社的
な取り組みでなければ成果は上がりにくい。
また、従業員規模別(下図)では、従業員300名以下
企業層での成果ありの比率がそれ以上の規模に比
較して高い傾向がある。IPAの報告書には、トップの
方針の浸透や小回りの利く組織規模が奏効している
可能性があると記されているが、組織や取引形態が
複雑化していないためアプリケーションサービスの活
用へと転換しやすいという事情もあるのではないか。

中小企業がDXで目指すもの
IPAの調査で、DXに取り組んで成果があったとい

うのはあくまで主観的判断である。さらに気にかかる
ところと言えば、回答企業がDXをどう認識している
かに差があるのではないかということだろう。実際、

DXの具体的なイメージはつかみにくい。経済産業省
では、「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、
データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニー
ズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革す
るとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文
化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」
とするが、国内企業が持つ基幹システムの複雑化や
ブラックボックス化が経営の足かせとなっていること
が課題認識の中心にあり、基幹システムのリプレイス
に軸足が置かれている感が強い。
そこで、企業を主体にデジタルテクノロジーの進展

による環境変化を解釈し、より単純化した戦略展開の
構図を下に例示した。オペレーションの改善とコスト削
減による【生産性の向上】という指針と、イノベーショ
ンに基づく【成長性の向上】という指針から、ビジネス
モデルの転換や組織の変革を実現するというもので
ある。「業務の効率化による生産性の向上」はオペ
レーションの改善による成果であり、「既存製品・サー
ビスの高付加価値化」「新規製品・サービスの創出」

もイノベーションを進める過程の中にあると言える。
DXの目標は、現在のビジネスモデルの根本的な転換
や、企業文化や組織マインドの本質的な変革を推進
し、そうした活動を持続的に継続することである。
【生産性の向上】の観点からは、自動化の推進だけ
では部分的なオペレーションの改善に留まる。
Amazonの倉庫は注文に応じて担当作業員の位置
まで棚が自動で移動するシステムが導入されている
と言うが、こうした離れた場所にあるモノを遠隔から
監視・操作・制御するIoTと、インターネットからの注
文を自動的に取り込むサイトコントローラーを結ぶ中

核に、受注や顧客等のデータを円滑に流す仕組みが
あることを見逃すことはできない。中小企業レベル
であれば、SFA（Sales Force Automation：営業
支援システム）/CRM（Customer Relationship 
Management：顧客関係管理）がそうした機能を
担ってくれるのではないだろうか。営業情報の共有と
戦略的な活用、商談管理から請求まで一貫するデー
タ連携と各段階における事務負担の軽減、顧客情報
の蓄積と活用、要素分解した週次の実績管理による
課題の早期発見といった、従来のオペレーションシス
テムでは実現できなかった経営のスピードアップが実
現される可能性は高い。こうした機能をクラウド型
サービスで導入し、IoT等と連携していけば、コスト構
造の抜本的な転換が実現すると思われる。誤りが混
入しやすい単純なオペレーションや、目視や読み合わ
せによる確認等、非生産的で負荷が過大な作業は早
急に転換されなければならない。そして、データの重
要性は今後ますます高まるだろう。従来型のオペレー
ションとそれに合わせたITシステムから脱却し、企業
活動の血液とも言えるデータを起点とした取り組み
を推進する必要がある。
【成長性の向上】の観点では、顧客の意見やニーズ
を汲みとってサービスや製品開発を行うことが不可欠
と言えるだろう。顧客の購買に対する価値観は、機能
的価値だけを求める「モノ」から体験を通した感覚的
な価値や心理的価値に重きを置く「コト」へと変化し
ている。買ってもらうことより使ってもらうことに焦点を
当てると、誰がどのような場面でということを考えてい
かなければならない。こうした考え方の転換を実現す
るために、既存のプロダクトやチャネルにデジタルの
要素を融合させていく必要性が高まっている。モバイ
ルフレンドリー対応で簡単にホームページの作成・更
新・運営ができるCMS（Contents Management 

System）のマーケティングツールとしての活用、顧
客情報を一元管理してデジタルチャネルを通じた
マーケティング活動を自動化するMA（Marketing 
Automation）の導入などにより、「購入前の段階か
ら購入後のサポートまでを通した購買プロセスをとり
まく顧客視点からの体験全体」＝CX（Customer 
Experience）の向上に取り組み、顧客ロイヤルティを
高めながら成長性を確保していく。生産性の向上で
生まれた時間と資金をinnovationの推進に投じ、段
階的なステップを踏みながら、新たなビジネスモデル
の構築に繋げたい。

おわりに
上場の相談はまず金融機関や税理士に向けられる

ことが多いと言われる。上場支援のノウハウ蓄積と、
組織的な支援体制整備がより一層望まれるところだ。
DXの推進には、当該企業の事業特性に合わせた
仕組みを構想し、段階的に導入を進める伴走型の支
援が必要となるだろう。
また、システム導入には費用がかかることから、補
助金の活用も検討したい。DX関連としては、新しい
商品やサービスの開発のための設備投資等に活用
できる「ものづくり補助金（ものづくり・商業・サービス
生産性向上促進補助金）」、ITツールの導入費用を
補助する「IT導入補助金」、小規模事業者の販路開
拓（併せて行う業務効率化を含む）に活用できる「小
規模事業者持続化補助金」、IT専門家の紹介とその
費用を補助する「中小企業デジタル化応援隊事業」
などがある。(本頁下段に紹介サイトを掲載)
前述のとおり、埼玉県には株式会社数全国5位の
企業ストックがある。地域経済の活性化のために、こ
うした地域企業の潜在活力を最大限に引き出す支援
が必要だと思われる。

●DXによる戦略展開の構図

●DXへの取り組みの成果（従業員規模別）

資料：IPA「デジタル時代のスキル変革等に関する調査(R3.4)」
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・ものづくり補助金総合サイト https://portal.monodukuri-hojo.jp/
・IT導入補助金サイト https://www.it-hojo.jp/
・小規模事業者持続化補助金サイト https://r1.jizokukahojokin.info/
・小規模事業者持続化補助金コロナ特別対応型サイト https://r2corona.jizokukahojokin.info/corona/
・中小企業デジタル化応援隊事業サイト https://digitalization-support.jp/
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成果あり 今後の成果が見込まれる 未着手/これから

次に、ネットショッピングの一世帯当たりの支出額
の推移をみてみよう。

総務省の家計消費状況調査によると、全国の二
人以上世帯における一カ月当たりのネットショッピン
グの支出額は、2015年には8,643円だったが、
2017年に10,586円、2019年に14,332円となった。
2020年には16,339円と、2015年の2倍近くまで増
加しており、やはり近年になって、ネットショッピングを
利用した支出額は急速に拡大している。
ただし、この数字はネットショッピングを利用してい
ない世帯を含めた平均値であり、ネットショッピングを
利用している世帯だけを取り出してみると、2015年
に31,310円だった支出額は、2020年でも33,353
円にとどまっている。ふだんネットショッピングを利用
する世帯でも、直接店に足を運んで購入するモノや
サービスはまだかなり多いようだ。
この間、ネットショッピングを一度でも利用したこと
のある世帯の割合は、2015年には27.6％にとどまっ
ていたが、2017年に34.3％、2019年に42.8％となり、
2020年には48.8％とほぼ半分近くまで増加している。
すなわち、近年におけるネットショッピングの支出額の
増加は、新たにネットショッピングを利用する人が増え
てきたことによってもたらされている面が強い。

足元のネットショッピングの利用者の増加について
は、新型コロナウイルスの感染拡大が影響している。
度重なる緊急事態宣言の発出などを受けて、外出の
自粛が強く促された結果、旅行サービスなどの需要
が抑えられる一方で、食料品や日用品等を自宅に居
ながらにして受け取ることが出来る、ネットショッピン
グが大幅な伸びとなった。
また昨年、国によってキャッシュレス推進事業が実
施されたことも、ネットショッピングの普及に寄与した。
本来の定義からすれば、ネットショッピングは注文を
ネット経由で行うもので、決済は現金であってもかま
わない。しかし、Amazonなどのネット上の市場でク
レジットカード等を一度登録すれば、注文から決済ま
での一連の流れがすべてオンライン上で処理される
ようになり、二回目以降の取引をスムーズに行える利
点があるためだ。
しかし、ネットショッピングの市場は、コロナ禍以前
から拡大の動きを見せてきた。その要因の一つにあ
げられるのが、スマホの普及である。ネットショッピン
グはネットを介して買い物を行う行為だが、その際に
利用する機器としては、かつてはパソコンが一般的
だった。しかし、近年はスマホを使ったネットショッピン
グの動きが拡大している。
家計消費状況調査で、2015年にネットショッピン

グを行った際に、主にパソコンを利用したと答えた世
帯主の割合は10.9％、配偶者の割合は5.7％だった。
この時、主にスマホ（含む携帯電話）を利用したと答
えた割合は、世帯主で4.0％、配偶者では3.6％にと
どまっていた。
しかし、その後はパソコンを利用する割合が横ば
い程度の水準で推移するなかで、スマホをネット
ショッピングに利用する人が増加し、2020年には、ス
マホを利用した世帯主の割合が18.7％、配偶者の
比率が12.2％とパソコンを逆転した。ネットショッピン

2020年の家計消費状況調査によると、ネット
ショッピングで最も多く利用する電子機器として、パ
ソコンをあげた人は、75歳以上を除くと10％台でほ
ぼ横ばい水準にあるのに対して、スマホ（含む携帯
電話）を利用した人は若い世代ほど高く、34歳以下
では51.4％と半分以上になっている。若い世代が多
い大都市圏では、スマホの利用率も高くなっており、
この結果、ネットショッピングの利用も進むという結果
になっているようだ。

内閣府地方創生推進室と内閣官房まち・ひと・し

ごと創生本部事務局が提供しているV-RESASで、
全国の小売業におけるネットショッピングの状況（ク
レジットカード決済額）をみると、直近のほとんどの
月で決済額は前年の水準を大幅に上回っており、
足元においてもネットショッピングは堅調に推移して
いる。埼玉県についても全国とほぼ同様の動きと
なっているものの、総じてみれば埼玉県の水準は全
国を上回っている模様である。こうした動きについ
ても県内のスマホの利用率の高さが一因になって
いる可能性が高い。
新型コロナウイルスの感染収束時期が見通せな

いこともあって、先行きの消費動向には不透明感が
ある。しかし、ネットショッピングは、他人との接触を避
けるのに都合が良く、身近な場所に店舗がない人や、
買い物が負担になっている高齢者や妊産婦、体に障
がいを抱える人などにとっても使い勝手の良い手段
である。
現状、ネットショッピングを利用していない人は、ま

だ相当な数にのぼることから、若い世代の多い埼玉
県では、スマホの利用者を中心に、今後も全国を上
回るペースでネットショッピングの利用拡大の動きが
続くとみられる。　　　　　　　　　  （井上博夫）
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